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1.　はじめに : 2019 年 4 月 1 日新入管法施行の（非）インパクト
2019 年 4 月 1 日、「出入国管理及び難民認定法（以下、入管法）の一部を改正する法律」が施行され、
新たな在留資格「特定技能」による外国人の受け入れが開始した 1。特定技能とは、日本政府によ
ると「一定の専門性・技能を有し、即戦力となる外国人材」をさし、この資格で今後 5 年間に、介
護、ビルクリーニング、建設、造船、農業などの 14 業種で最大約 34 万 5 千人の外国人を受け入れ
る計画だという。同在留資格は 1 号と 2 号からなり、特定技能 1 号外国人は、在留期間が 5 年に限
られ、家族の帯同は認められない。これに対し特定技能 2 号外国人は、建設や造船などの特定の業


















































2   なかでも東南アジアの国際人口移動は、1980 年代後半以降の中東での建設ブームの終焉と新自由主義下のアジア
の経済成長に伴って、南北間だけではなく、東南アジア内の南 - 南移動が活発化している。特に 1997 年の通貨危
機以降、成長著しいアジア NIEs でのインフォーマル部門での労働力移動の「女性化」や、「新奴隷制」としての移
民の人権侵害を指摘する研究は多数刊行されている。
3   その初発は平成 22 年度～ 24 年度科研費研究「東南アジアにおける人の移動と帰還移民の再統合に関する社会人












































の受け入れ国へと転じており [カースルズ・ミラー 2014: 9]、国際人口移動転換を経験している。
明治期以降の日本は、移民の送り出し国であった。第二次世界大戦前には日本に居住していた外









日本が国際人口移動転換を迎えたとされる 1990 年代より前の、1985（昭和 60）年末時点の在留
外国人は約 85 万 1,000 人だった。その後は増加を続け、2008 年（平成 20 年）9 月のリーマンショ
ックから 2011 年（平成 23 年）3 月の東日本大震災後にかけて一旦減少したものの、その後は再び
増加に転じて今日に至っている。2019 年（令和元年）6 月末時点で、日本の在留外国人数は約 283
万人で、半年前の平成 30 年末 (約 273 万 1,000 人）に比べても約 9 万 9,000 人（約 3.6％）増加し
ており、1985 年と比べると約 3.3 倍となっている [出入国在留管理庁 2019a、図表 1 参照 ]。2017
年の統計では、OECD（経済協力開発機構）加盟国にロシアを加えた 37 カ国中、日本の外国人の
数は第 7 位（約 256 万人、総人口の 2.0％）5、外国人受け入れ数は第 4 位（約 47 万 5,000 人）6 に
あたる「移民受け入れ国」となっている [OECD 2019]。
日本に入国・在留する外国人は、原則として入管法の定める在留資格のいずれかをもつが、2019
年 11 月末時点で在留資格は 29 種に上る（図表 2 参照）。そのうち就労が可能なのは、1. 特定の活
－ 90 －
4   石川によると、「人口移動転換」という語は次の 3 つの意味をもつ。１. 特定の国における人口移動の近代以降の
歴史的変化を類型化したゼリンスキー（W. Zelinsky）の仮説（The hypothesis of the mobility transition）を邦訳したも
の、2. 国内移動における中心部と周辺部との間の人口移動の逆転や大きな変化、3. ある国の国際人口移動におい
て移入者が移出者より多くなり流出超過から流入超過へと変化することである [ 石川 2005: 325-326]。本稿ではこ
の 3つ目の意味で用いている。
5   第 1 位米国（約 2,259 万 6,000 人、総人口の 6.9％）、第 2 位ドイツ（約 1,062 万 4,000 人、同 12.9％）、第 3 位英
国（約 599 万 1,000 人、同 9％）、第 4 位イタリア（約 514 万 4,000 人、同 8.7％）、第 5 位フランス（約 461 万 7,000
人、同 12.9％）、第 6 位スペイン（約 457 万 2,000 人、同 9.9％）である。




動に限って就労が認められる 19 種（外交、効用、技術・人文知識・国際業務など）と、2. 就労活
動に制限のない「身分・地位に基づく在留資格」の 4 種（永住者、日本人の配偶者など、永住者の
配偶者など、定住者）の二つに大別できる。1. は「高度専門職」の一部を除けば 15 日～ 5 年間の
在留期限が設けられており、延長には更新が必要となる 7。また、在留資格の「技能実習」と「特
定技能」は、後述のとおりそれぞれ 2009 年と 2018 年の入管法改正によって創設されたものである。
いっぽう、2. の身分・地位に基づく在留資格のうち、「定住者」は 1989 年の入管法改正で創設さ
れた在留資格で、日系三世、中国残留邦人、第三国定住難民などが該当する。2. のうち、「永住者」













（出入国在留管理庁 2019a 「新たな外国人材の受け入れ及び共生社会実現にむけた取組」より） 













在留資格別の人数は、2019 年 6 月末現在、「永住者」が最も多く約 78 万 4,000 人（前年末約 77
万 2,000 人）で、次いで「技能実習」が約 36 万 8,000 人（前年末約 32 万 8,000 人）、「留学」が約
33 万 7,000 人（前年末同）、「特別永住者 8」が約 31 万 8,000 人（前年末約 32 万 1,000 人）と続く（図
表 3 参照）。国籍・地域別でみると、中国が最も多く（約 78 万 6,000 人、27.8％）、続いて韓国（約
45 万 2,000 人、16.0％）、ベトナム（約 37 万 2,000 人、13.1％）、フィリピン（約 27 万 7,000 人、9.8％）、






（出入国在留管理庁 2019a 「新たな外国人材の受け入れ及び共生社会実現にむけた取組」より） 















10 月末時点の「外国人労働者」の総数は約 146 万人で、東日本大震災後の 2012 年に微減したのを
除けば、この 10 年間で一貫して増加しているのがわかる。2018 年の内訳で最も多いのが①身分に
基づく在留資格（約 49 万 6,000 人、33.9％）で、次に②資格外活動（約 34 万 4,000 人、23.5％）、
③技能実習（約 30 万 8,000 人、21.1％）、④専門的・技術的分野（約 27 万 7,000 人、19.0％）、⑤
特定活動（約 3 万 6,000 人、2.4％）となっている。なおこれは、厚生労働省が外国人を雇用する事
業者に、ハローワークを通じて人数、国籍、在留資格をパート／フルタイムの別は問わずに報告さ
せた「外国人雇用状況報告」に基づく数値である。146 万人には、入管法の定める日本国籍をもた
ない広義の「外国人」のうち、特別永住者や自営業者、そして超過滞在者（約 6 万 5,000 人）と資
格外活動の許可をとらずに就労している外国人（数は不明）は含まれない。これらを含めると実際




















9   なお、総務省統計局の労働力調査によると 2018 年の日本の平均就労者数は 6,664 万人である [ 総務省統計局



















を考える際の分水嶺として、特に 1989 年（1990 年施行）、2009 年（2010 年施行）、そして今回の




































改正に先立つこと 30 年前の 1988 年時点ですでに政労使の三者合意の下で、正式に外国人を労働者






















めの「技能実習制度」が創設された。1997 年には、当初最長 2 年だった在留期間が 3 年（1年間の
研修期間＋ 2 年間の技能実習期間）へと延長され、現行制度の原型が出来上がった。　　
1989 年の入管法改正では在留資格「定住者」も新設され、日系南米人三世の受け入れも開始した。
留学生などが職種制限なしで 1 日 4 時間以内の就労が可能になる「資格外活動」も含めると、本来
は「労働者」ではない外国人の就労を認める複数の「サイドドア」が開かれることになった。









(2）2009 年入管法改正と 2016 年技能実習法成立
　上述のような技能実習制度の問題に対しては、いくつかの制度改正の試みもなされてきた。その
うち、前出の 1989 年入管法改正と並んで、日本の外国人受け入れ政策全体にとって次の二つの意
味で分水嶺となるのが、2009 年 7 月の入管法改正である（2010 年施行、資料 1 参照）。その意義
の一つ目は、「技能実習」という単独の在留資格が創設されたことである（図表 2 参照）。従来の技
能実習制度の 1 年目に設けられていた「研修期間」と 2 年目以降の「特定活動」の資格が廃止にな






10  背景の一つには、前出の 1988 年の雇用許可制度の実現の失敗により、政府は労働者受け入れに替わる「建前」
を必要としており、それが「技術移転」だったことが挙げられる [上林 2018: 49]。
11   2000 年代に入ると、これらの外国人研修生・技能実習生の窮状については頻繁に報道され、彼らを支援する
NPO なども多数設立され多くの刊行物が出版された。たとえば、［外国人研修生問題ネットワーク（編）: 2000, 











　2009 年改正入管法が施行された 2010 年以降も、技能実習生の数は増加が著しく、2011 年には
14 万 3,308 人だったが 2017 年には 25 万 1,721 人になっている（図表 5 参照）。送り出し国の構
成にも変化が見られる。2011 年には中国が 10 万 8,252 人（約 76%）で 1 位、続いてベトナムが
13,789 人（約 10％）、僅差でフィリピン、インドネシアが続いた。その後中国での賃金上昇を背景
に、中国出身の技能実習生は減っていき、2016 年には中国とベトナムの数が逆転した。2017 年に






















資料2: 技能実習制度（2019年時点）  







































繊維・衣服、機械・金属、その他からなる 81 職種 145 作業に増えた。優良な実習実施者・管理団













（厚生労働省 2018 「外国人技能実習制度の現状、課題等について」より） 
 
 





















とになった。だが、管理団体の数は 2,500 近くに膨れ上がり、実習の実施者は 4.8 万機関に上ると





手 2019:87]。アメリカ国務省人身取引報告書では、2007 年以降 2018 年に至るまで、技能実習制
度に人身取引の兆候が指摘されているものの日本政府が強制労働として認知していないことが問題




政府は仲介業者が徴収してよい手数料を技能実習期間に応じて 1,200 米ドル（1 年間）～ 3,600 米
ドル（3 年間）と規定しているが、実際には渡航前にかかる費用は約 100 万円で、平均年収の 4-5
年分にあたるという [巣内 2019:21; 旗手 2019:90]。先述のとおり、日本政府は技能実習制度を労
働者の受け入れと認めていないため、送り出し―受け入れの 2国間での正式な取り決めをしておら










　2019 年 4 月 1 日の改正入管法による特定技能制度の施行は、上述のような技能実習制度の問題
が未解決のまま踏み切られることとなった。政府が法改正を急いだ理由としてはまず、人手不足が
深刻化する中で経済界や地方からの外国人受け入れに対する要請の高まりがあった。2019 年 4 月
































2019 年 9 月 末 時 点 で、
特定技能 1 号の資格で在
留する外国人の総数はわず




図表 7: 特定技能 1 号外国人分野別割合（2019 年 9 月末）
（出入国在留管理庁 2019b 「特定技能 1 号在留外国人数（令和元年 9 月末現在）より」）











族帯同も可能なる。第 2 号の受け入れ開始は、再来年ごろから予定されている。 
2019 年 9 月末時点で、特定技能 1 号の資格で在留する外国人の総数はわずかに 219 人で
1、国籍・地域別内訳はベトナム 93 人、インドネシア 33 人、フィリピン 27 人、タイ 23 人、
中国 17 人、ミャンマー16 人、などとなっている[図表 6 参照]。分野別では、飲食料品製造
業が最も多い 22%で、産業機械製造業 20%、素形材産業 19%、農業 14%などが続く[図表
7 参照]。 
 











（出入国在留管理庁 2019b 「特定技能 1 号在留外国人数（令和元年 9 月末現在）より」） 
 
 
図表 7: 特定技能 1 号外国人分野別割合（2019 年 9 月末） 
 
1 12 月 13 日時点では、特定技能の在留資格を取得した外国人は 1,732 人に増加しているが、こ
れは政府による、初年度の見込みである約 4 万 7,000 人のわずか 3.7％にとどまっている [朝
日デジタル 2019 年 12 月 17 日記事]。 












（出入国在留管理庁 2019b 「特定技能 1 号在留外国人数（令和元年 9 月末現在）」より） 
 
(2) 特定技能の問題点と課題  
在留資格「特定技能」をめぐる具体的な制度設計は、改正入管法に基づく政府基本方針や
分野別の運用方針を受けて、政令や複数の法務省令、入管法施行規則、関係行政機関の告示
などで示される。そのため全体像の把握は容易ではないというが[旗手 2019; 高畑 2019]、
制度が基づく技能実習制度と類似する諸問題がすでに指摘されはじめている[旗手 2019; 
藤巻 2019 など]。また日本における外国人受入れの諸制度について包括的な方針を示すも
のとしては、法務省を中心に 2018 年 12 月に「外国人材の受入れ・共生のための総合的対







を締結して保証金の徴収や違約金契約などを禁止するとしている。これに対し 2019 年 8







ピン 27 人、タイ 23 人、中国 17 人、ミャンマー 16 人、などとなっている[図表 6 参照 ]。分野別では、
飲食料品製造業が最も多い 22％で、産業機械製造業 20％、素形材産業 19％、農業 14％などが続く




そのため全体像の把握は容易ではないというが [旗手 2019; 高畑 2019]、この制度が基づく技能実
習制度と類似する諸問題がすでに指摘されはじめている [旗手 2019; 藤巻 2019 など ]。また日本
における外国人受入れの諸制度について包括的な方針を示すものとしては、法務省を中心に 2018
年 12 月に「外国人材の受入れ・共生のための総合的対策」がまとめられ、2019 年 6 月には改訂


















14  12 月 13 日時点では、特定技能の在留資格を取得した外国人は 1,732 人に増加しているが、これは政府による、
初年度の見込みである約 4 万 7,000 人のわずか 3.7％にとどまっている [ 朝日デジタル 2019 年 12 月 17 日記事 ]。












設の特定技能 1 号は当面、技能実習 2 号の修了者からの移行が主な供給元となると想定されている。
その際、技能実習 2 号の修了者は特定技能 1 号に必要とされる試験が免除される。ところが特定技
能 1 号で求められる技能水準は、図表 8 のように、専門的・技術的分野と技能実習との中間に位置
づけられ、実際に要件とされる日本語能力や技能水準は受け入れる各分野によって異なる。技能実
習制度では、介護分野を除いては、修得した技能が特定技能が要求する水準かどうかを客観的に計
る手段はない。つまり、何をどう免除するかがそもそも不明確なのだ [旗手 2019: 90-91]。
　また、技能実習 2 号修了者がそのまま特定技能 1号に移行した場合、長期間帰国しないことにな
り、祖国への技術移転という前者の制度目標にも反することになる [旗手 2019: 92]。特定技能 1
号に家族の帯同が認められていないことは、先述の技能実習 2 号と同様に、人権の観点からも重大

















































2019 年 4 月の新在留資格「特定技能」の施行に至った。だがそれに先立ち 2018 年 6 月に閣議決定
した「骨太の方針 2018」にも見られるように、日本政府による外国人の受け入れ方針は、「一定の
16   たとえば西日本新聞はウェブサイト上でニュースを外国人や子どもでも読めるやさしい日本語に翻訳したコー
ナーを設けている [ 西日本新聞公式ウェブページ ]。こうしたサイトの存在を外国人はもとより、日本人の間でも
情報共有して周囲の外国人に紹介するなど、周知徹底することも重要である。
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を幅広く受け入れていく仕組みを構築する」ことや、そ
のために「真に必要な分野に注目し、移民政策とはことなるものとして
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
、外国人材の受け入れを拡
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600 時間のドイツ語研修コースや、ドイツの法秩序、歴史、文化を学ぶ 45 時間のオリエンテーシ




18   稲葉は、日本政府による外国人の経済的有用性に着目する「外国人材」というとらえ方について、移民を「人権」
の主体たる「人間」としてあつかうつもりはないと宣言したに等しいと批判する [稲葉 2019: 226]。
19  外国人の犯罪については、2008 年から 2017 年にかけて、在留外国人が約 20％増加したのに対し、外国人検挙数




























虐性のスティグマを与え、イスラモフォビアを強調し移民排斥の根拠とすることもある [山口 2019: 556]。
21  さらにいえば、国際人口移動転換、すなわちかつての移民送り出し国が移民の受け入れ国になる現象は、経済成
長著しいアジア NIEs で起こっており、すでに外国人の獲得をめぐって、日本と台湾、韓国、シンガポールなどと
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